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１．広域化の背景

　香川県は国土に占める県面積の割合が0.5％、

面積は1,876㎢と全国で最も狭く、土地利用も

高度化された中で約98万人（平成27年度国勢調

査）の県民が暮らしている。

　また、香川県は、瀬戸内海国立公園の中心に位

置し、風光明媚な瀬戸内海に面し、温暖な気候に

恵まれた地域であるが、年間降水量は約1,200mm

（全国平均約1,700mm）と年間を通して降水量が

少ない上に、河川の流路延長が短く勾配も急で、

降った雨は短時間で海に流下し、平常時は河川に

流水が非常に少ないのが特徴である。

　このような地勢から、過去から渇水に悩まされ

てきた歴史があり、先人たちは、知恵を絞り様々

な努力を重ね、水源確保に奮闘してきた。その

象徴が、日本一狭い県土にひしめき合って存在

する大小約１万４千か所に及ぶため池である。

　現代にあっては、こうした香川県の水不足を抜

本的に解消するために取り組んだ大事業として、

高知県の早明浦ダムを水源として、徳島県の吉野

川から香川県に導水する「香川用水」である。

　昭和49年の暫定通水以来40年以上経過した

が、従前と比べて格段に水資源の安定化が図ら

れ、県民生活の安全・安心はもとより経済・産

業の発展に大きく寄与している。

　しかしながら、近年は、香川用水も渇水によ

る取水制限が度々行われ、特に平成６年の渇水

は県民生活に大きな支障が生じたところである。

　このため、香川用水調整池「宝山湖」の建設

や県内での新たなダムの建設にも取り組んでき

たところであるが、引き続き、渇水等に対する

備えを強化していく必要がある。

　一方で、多くの自治体の水道事業を取り巻く

環境は、人口減少社会の到来に伴い、給水収益

が減少していくことが懸念されている。また、高

度成長期に整備された管路や施設などの老朽化

が進み、こうした施設設備の更新需要の増加が

見込まれるほか、今後30年以内に70％から80％

の確率で発生するといわれている南海トラフ地震

等の大規模災害に備えた施設の耐震化の計画的

な推進など更新投資の増加への対応、また水道

事業従事職員の大量退職による技術力の低下・

技術継承など、全国の水道事業を取り巻く近年

の大きな環境変化は本県においても例外ではな

く、加えて本県特有の課題である頻発する渇水

への備えは年々重要度を増し、水道事業の健全

経営を維持するためには、将来を見据えた抜本

的な対策が求められているところであった。

２．広域化までの経緯

　香川県ではこれらの山積する課題を解決し、

将来にわたり安全・安心な水道水を安定的に供

給できる運営基盤の確立に向けた方策を模索す

る中で、県内水道事業の統合・広域化に着目し、

平成20年度から協議を進めてきた。

　これは、県内16の水道事業体（岡山県側から

受水する直島町を除く。）のうち、13事業体が、

高知県早明浦ダムを水源とする香川用水を受水

している環境があり、香川用水と自己水源の効

香川県広域水道企業団総務企画課

全国初！県内一水道への取組み
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率的な運用を図ることで、渇水対応力を高める

ことが可能であると考えられたからである。

　平成23年３月には、有識者で構成する水道広

域化専門委員会から「離島を含めた県内全域を

対象区域とした広域化（県内一水道）の推進を目

指すべき」との提言を受けたことから、広域化を

念頭においた本格協議を進めることとなった。

　平成27年４月に法定協議会である香川県広域

水道事業体設立準備協議会を設置し、知事及び

県内市町の首長による協議を経て、平成29年11

月に「香川県広域水道企業団」を設立。平成30

年４月から、県内全ての水道事業体（直島町を

除く。）及び用水供給事業を統合した、全国初

の県内一水道として、事業を開始している。

※参考　≪水道広域化の検討経緯≫

○平成20年12月　�水道広域化勉強会（県水道局

及び市町水道担当者）を開始

○平成21年11月　トップ政談会（市長グループ）

　　　　　　　　・�市長から水道広域化検討開

始の要請

　　　　　　　　トップ政談会（町長グループ）

　　　　　　　　・�知事から水道広域化検討を

呼びかけ

○平成22年２月　�香川県水道広域化専門委員会

（水道に関する専門家で組織）

を設置

○平成23年３月　�香川県水道広域化専門委員会

から知事へ「香川県内水道の

あるべき姿に向けて」提言

【提言の概要】

・�水道事業には多くの課題があり、各水道事業

者が単独で対応するには限界があることか

ら、香川県内水道のあるべき姿の理想形とし

て、県内一水道を目指すべき。

・�水道事業の課題を克服するためには「広域化」

が有効な手段であり、離島を含めた香川県全

域を対象とした「広域化」を推進すべき。

・�広域化に向けては、大規模事業者が中心となっ

て取り組むことが望まれ、県の水道政策担当部

局も積極的に関与し調整的な役割を果たすこと

が期待される。

・�経営状況が悪化してからの広域化は、各事業者

間の調整がより困難となることが予想されるの

で、香川県全体における収益的収支が赤字に

転じる前までに新たな運営母体を設立すべき。

・�「広域化」の実現に向けて、できるだけ早期に

着手し、切れ目なく取り組むため、準備作業と

して、首長等関係者による「広域化」実現のた

めの協議の場を設定し、協議を開始すべき。

○平成23年８月　�香川県水道広域化協議会（知

事及び市町長で構成）を設置

○平成25年２月　�香川県水道広域化協議会「県

内水道の広域化に関する基本

方針等の中間とりまとめ」

【とりまとめの概要】

・�県内水道事業者が抱える課題に対応していく

には、広域的な見地から広域化を推進してい

く必要がある

・�県内水道事業の将来像の理想形は、県内全域

を対象とした「県内一水道」が望ましいと考

える。ただし、施設整備水準や水道料金に格

差があり、各水道事業者の状況や意向に十分

配慮する必要がある

・�運営母体は、市町と県が構成団体となる広域

水道事業を管理運営する企業団（一部事務組

合）を基本に検討する

・�広域化の形態は、事業統合を基本とするが、

各水道事業者の施設整備水準や水道料金等の

状況や意向を踏まえながら、業務の共同化を

含め弾力的に対応し、多くの水道事業者が広
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域化に参画できるように配慮する

○平成25年４月　�香川県広域水道事業体検討協

議会（県及び関係市町で構成）

を設置

○平成26年10月　�香川県広域水道事業体検討協

議会「広域水道事業及び事業

体に関する基本的事項のとり

まとめ」

【とりまとめの概要】

・�広域水道の運営母体は参画する県、市町が構

成員となる企業団とする

・�安定的な給水を確保するため、香川用水と県

内水源の一元的な管理を行う

・�水道施設を広域的な観点から再編整備し、規

模の大きい浄水場で周辺施設を監視するな

ど、業務の効率化、省力化を進める

・�小規模浄水場は、将来、停止して更新事業費

を抑制する

・�老朽化した施設を計画的に更新するとともに、

新たに必要となる施設を整備するため、国庫

補助金を活用し、併せて県、市町の一般会計

から補助金と同額の出資を行う

・�事業統合後10年間は、現在の市町ごとの料金

制度を維持し、区分経理をする中で、費用と

収益のバランスを確認しながら水道料金値上

げを実施する

・�事業統合後10年間経過を目途に、県下全域で

水道料金を統一する

○平成27年４月　�香川県広域水道事業体設立準

備協議会（法定協議会）（県

及び関係市町で構成）を設置

・第１回協議会（平成27年５月）

「設立準備協議会運営要領」、「設立準備協議の

基本方針」について協議

・第２回協議会（平成27年11月）

「経年施設更新計画策定の基本的な考え方」、「広

域施設整備計画概要図等」、「財政運営の基本方

針等」、「平成28年度予算要求」、「広域化の主要

スケジュール」について協議

・第３回協議会（平成28年２月）

「財政収支シミュレーションの状況」について

協議

・第４回協議会（平成28年５月）

「組織体制の基本的な考え方」について協議

・第５回協議会（平成28年11月）

「企業団組織」、「平成29年度事業計画」、「施設

整備計画」について協議

・第６回協議会（平成29年３月）

「香川県水道広域化（基本）計画（案）（仮）（主

要事項のとりまとめ）」について協議

・第７回協議会（平成29年８月）

「香川県水道広域化基本計画」、「水道事業等の統

合に関する基本協定書」、「香川県広域水道企業

団規約」、「企業長及び副企業長」について協議

協議会終了後、水道事業等の統合に関する基本

協定を締結

３. 広域水道企業団の概要

　香川県広域水道企業団は、執行機関として、

企業団を統括する企業長と、それを補佐する副

企業長３名を置いている。また、企業団の意思

決定機関として、企業団議会を置き、企業団の

財務等を監査する監査委員２名を選任するほか、

予算等の重要事項を協議するため、構成団体の

首長を委員とする運営協議会を設置している。

　職員は、現在のところ、地方自治法に基づく

派遣により、17構成団体からそれぞれ派遣され

た職員により構成されているが、令和２年度か

らは、企業団での新規職員の採用と、順次、派

遣職員の身分移管を目指している。
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　企業団の組織体制は、「本部」と、旧構成団

体から水道事業や工業用水道事業を引き継いだ

「事務所」を17か所置いて運営している。令和

２年度には、この17の事務所を県内５つのブ

ロック統括センターにブロック内の業務を集約

することとしている。

　また、企業団の財政運営の基本方針として、令

和９年度までの10年間は、旧事業体ごとの区分経

理を行うとともに、期間終了時には、区分経理ご

とに、内部留保資金を料金収入の50％程度以上、

企業債残高を料金収入の3.5倍以内となる条件を

設定し、構成団体間の均衡を図ることとしている。

　その上で、水道料金については、令和９年度末

までは旧事業体の料金体系によることとし、令和

10年度に統一料金の導入を目指すこととしている。

　それまでの10年間は、水道施設更新費用と収

益のバランスを確認しながら、適切な料金設定

を行っていくこととしている。

　一方、施設整備については、広域化の効果を

最大限発揮するために、従前の給水区域を超え

た最適化が求められており、今後も引き続き、

水需要と財政収支を見極めながら、施設の重要

度や優先度、事業の平準化などを考慮し計画的

な施設更新整備に努めていくこととしている。

　今後は、浄水場の統合に係る事業など、広域

化に関連する事業を「広域水道施設整備事業」

として、また、経年施設の更新や耐震化対策の

事業を「経年施設更新整備事業」として計画的

に実施していき、これらの整備費用は、国の交

付金事業等も活用を含め、両事業合わせて10年

間で約1,300億円を見込んでいる。

　「広域水道施設整備事業」においては、現在

71か所ある浄水場を、施設や環境整備の完了後

において、最終的に38施設に集約することによ

り、施設の効率化を図ることとしており、これ

に必要となる統合浄水場の整備や配水池の整

備、浄水場間の水融通を可能とする緊急導水管

の整備などを計画的に実施していく。

　また、広域水道事業に求められる施設運転状

況の一元管理及び業務の効率化を目的とし、IoT

を活用した次世代の配水コントロールシステム

の構築にも取り組んでいくこととしている。

　「経年施設更新整備事業」においては、更新

需要のピーク時期や規模を踏まえて施設区分ご

とに更新基準を設定し、この更新基準に基づき、

施設の重要度や優先度、将来の水需要に見合う

ダウンサイジング及び当該事業の平準化等を考

慮した更新事業計画を策定していく。

※参考≪香川県水道広域化基本計画（平成29年８月策定）の概要≫
１ 組織・職員

本部・事務所等 執行機関・議会等 身分・職員
○�運営組織は企業団とし、高松市防
災合同庁舎に本部を設置

○�各市町に事務所を設置し、令和2
年度から県内５つのブロック統
括センターに統合

○�執行機関として企業長、副企
業長、その他職員を置き、設
立時の企業長、副企業長は首
長から選任

○�意思決定機関として企業団議
会を置き、議員定数は27人、
議員は構成団体議会の議員か
ら選出

○�財務、事務を監査する監査委
員を置き、委員定数は２人

○�首長を委員とし、管理運営上
の重要事項を協議する運営協
議会を設置

○�当分の間は構成団体からの職員
派遣により対応

○�令和2年度から順次、身分移管
及び企業団での新規採用を実施

○�設立当初は、現行職員数と同程
度の職員数とし、順次、適正化
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２ 業務運営

平成30年度～ 令和２年度～ 令和10年度～
○財務システム等の統一
○設計積算・工事検査業務の統一
○水質検査計画の統一
○緊急時応援協定の締結
○人事給与システム等の統一（H31）
○入札参加者名簿の統一（H31）
○�浄水施設管理や窓口業務等の外部
委託を検討

○料金、給水工事システム等の統一
○検針・調定・収納の取扱の統一
○入札・契約制度の統一
○維持修繕の業務形態の統一

○�水道料金の統一（区分経理
終了）

○負担金、加入金の統一

３ 施設整備

広域水道施設整備 経年施設更新整備
○�事業基盤を強化し、円滑な水融通を行うために必
要な施設を整備
○�香川用水及び県内自己水源は、水利権水量の範囲
内で、効率的に活用
○�施設能力や配水区域等で、合理的・経済的な施設
は継続して運用、整理できる施設は運用を休廃止

○�更新需要のピーク時期や規模を踏まえ、施設区分
ごとに更新基準を設定

○�更新基準に基づき、施設の重要度や優先度、事業
の平準化等を考慮した更新整備事業計画を策定

○�統合等で整理できる施設は休廃止するとともに、
運営する施設の機能を効率的に活用し、更新需要
を抑制

４ 財政運営

基本方針 交付金・繰出金・資産の取扱い
○令和9年度まで旧事業体ごとに区分経理を実施
○�旧事業体毎に費用収益のバランスを確認しながら
水道料金を適切に設定
○�令和9年度に内部留保資金を料金収入の50％程度、
企業債残高を料金収入の3.5倍以内となるよう財政
運営

○�更新事業等を着実に実施するため、生活基盤施設
耐震化等交付金を活用

○�区分経理期間中、平均改定率10％を超える料金改
定を回避するために一般会計から繰出

○�各事業体の事業用資産、資本及び負債は、原則、
無償で企業団に引継

５ その他

簡易水道、工業用、水道事業の取扱い 下水道事業の取扱い

○�市町の簡易水道事業は、企業団設立時までに市町
の上水道事業に統合し、五色台簡易水道事業は、
企業団の業務開始にあわせ上水道事業に統合

○�中讃地区工業用水道事業は、企業団において一体
的に管理運営し、水道事業会計と別会計で処理

○企業団では下水道事業の移管は受けない
○�企業団において一元的に処理することが可能な業
務は、市町からの委託を受けて実施
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参考１　年度別施設整備事業費
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参考２　財政収支（ 県計）
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４．企業団本格始動を振り返って

　香川県広域水道企業団が昨年４月に事業を開

始してから、最初の大きなハードルとなるブ

ロック統括センターの設置を来年４月に予定し

ている。企業団事業開始からブロック統括セン

ター設置まで、ちょうど中間点を過ぎたところ

である。

　ブロック統括センターの狙いは、現在の各事

務所単位では対応が難しい業務を、より大きな

単位に再編することで、より効率化すると同時

に危機管理体制や水道技術・管理体制の強化に

もつなげることにポイントがある。

　また、特に重要なことは、県内の各水道施設

の維持管理レベルを一定の基準まで引き上げて

いくべきだということである。そのため、来年

度からは、浄水場の運転・維持管理業務を本部

で一括して民間委託する方向で調整を進めてい

る。

　この包括委託は、県内全ての施設がいきなり

対象となる訳ではないが、委託することで各施

設における定量的な状況の比較が可能となり、

全体の底上げに寄与するものである。

　近々で浄水場の更新計画がある場合や既存委

託先との関係で一括委託に加えることができな

い施設もあるが、順次拡大していくことで、全

体としてのレベルの底上げを図るものである。

　企業団では、来年度に迫ったブロック統括セ

ンターの設置に向けて、先般、職員を集めたワー

キンググループを立ち上げ、課題の洗い出し作

業を進めているところであり、このような情報

共有と分析の場を通じて企業団本部と各事務所

が連携しながら検討を進めることで、スムーズ

なブロック統括センターの立ち上げにつながる

ものと考えている。

　平成29年８月に香川県広域水道事業体設立準

備協議会が策定した「香川県水道広域化基本計

画」に基づいて、現在、広域化の具体化に向け

た業務を進めているところであるが、１年が経

過した中で、基本計画の中の施設整備に関する

項目などを精査する必要があるなど、より実効

性のある計画としてブラッシュアップしていく

べきだと考えている。

　例えば、実際の現地の施設状況が事前調査と

異なる部分もあるし、防災対策など、水道事業

を取り巻く環境の変化から新たな課題が浮かび

参考３　供給単価の見通し
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上がることもある。

　特に環境の変化という視点では、従前から各

事業体が運営していた場合では対応が難しかっ

た事業が、今回の広域化によって対応可能にな

る。

　今年度は各首長の意見を踏まえながら、施設

の実態をよく調べた上で施設整備計画の精査を

進めていくこととしている。

　また、昨年は幸いにも大きな被害にはならな

かったが、渇水や台風などの災害も頻発したも

のの、危機管理という点でも広域化のメリット

を生かすことができた。

　危機管理においては、ハード・ソフトの両面

での対応が求められるが、ハード面は財政的な

制約を受けながらも対応を進める必要性があ

る。

　そのため、国からの交付金を最大限活用する

など着実な事業実施が重要になってくる。

　ソフトの面では、普段から取り組むべき課題

として危機管理への感応度を組織全体として高

める努力をしていかなければならない。組織の

中で、最終的には職員一人ひとりがどれだけ危

機に対して高い意識を持っているのかで対応力

が格段に変わってくる。危機に対する規定を整

えることは大切であるし、資機材等の整備や備

蓄も着実にやっていく必要があるが、最終的に

対応するのは職員だということを強調し、職員

の育成にも努めていきたい。

５. 今後の企業団の基盤強化に向けた視点

　一点目は、国からの交付金を最大限に活用し

て、施設整備を進めていくことが広域化の目的

の一つでもあるので、着実に施設整備に取り組

まなければならない。

　二点目は、職員の活用がますます重要になっ

てくることである。

　17事業体から職員が集まっていることは、そ

れだけで多様な人材が集まっているということ

なので、組織としてのポテンシャルは、高まっ

ていると考えられる。

　このポテンシャルを最大限に発揮させるため

には、職員をどう起用・配置していくかを考え

る必要があり、その手始めになる取組みがブ

ロック統括センターの設置である。

　当企業団は本格始動したとはいえ、現状では

各事務所を中心に旧水道課などの職員がそのま

ま残り、組織の名称だけが変わる形で事業を進

めているところだが、ブロック統括センターの

設置後は出身母体の異なる職員同士が机を並べ

て仕事をすることになる。旧事業体の業務範囲

という壁を取ることで、お互いの知識を吸収し

合い、意識を高め合うだけでなく、他者との比

較で新たな発見に気付くことは、職員自身の成

長にもつながるものである。

　一方で、企業団の外部関係者に向けた視点も

必要である。まだまだ当企業団の認知度は、必

ずしも高いとは言えない状況である。来年度か

らブロック統括センターを設置することで、初

めて広域化が具体的に住民の目に触れる形にな

ることから、これまで以上に身を引き締めてい

く必要がある。

　組織がはっきりと見えるような形になってく

れば、住民にとっても当企業団や県内一水道の

イメージが随分変わってくるし、これまで以上

に住民目線で業務を進めていくことが求められ

ることを職員一人一人が認識しなければならな

い。

６. おわりに

　広域化に向けての取組みは、決して平坦な道
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のりばかりであったとは言えない。各市町では、

水源の確保やそのための調整に苦労を重ねつ

つ、厳しい事業運営を続けてきた経緯から、広

域化に際し慎重な意見も少なくなかった。

　こうした中、今日の県内一水道の事業体に至

ることができたのは、様々な声に耳を傾けつつ、

将来にわたって安定した水道事業を行うため

に、粘り強く丁寧に広域化の必要性を説き、多

くの方々のご理解を得るために尽力された、知

事や各市町長のリーダーシップに負うところが

非常に大きかった。

　われわれ企業団職員は、広域化に向けてご尽

力いただいた多くの方々の思いとお客さまのご

期待に応え、将来にわたって安全で安心な水道

を提供できるよう、一層精進していかなければ

ならないものと肝に銘じているところである。

　香川県水道広域化基本計画に基づき、計画を

着実に進めていくため組織一丸となって取り組

んでいるところであるが、この計画が完了した

ら業務が終わりという訳ではない。

　水道事業は未来永劫、100年200年と持続させ

ることが必要なライフラインであり、そのため、

われわれの担っている仕事は次の時代への橋渡

しという役割も担っている。

　基本計画の計画期間という区切りはあるもの

の、それにとらわれることなく次の時代にいか

に水道事業を継続していくかが、当企業団とし

ての今後の事業のポイントになってくると考え

る。

　広域化の根幹は、「持続可能な水道事業をつ

くるためには何をすべきか」ということであり、

今回の優良地方公営企業総務大臣表彰の受賞を

契機に、今後益々、この理念をより意識した事

業の運営に向けて、全職員で取り組んでいきた

いと考えている。
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